
   

 

第 １ 号 議 案  

 

 

平 成 ３ ０ 年 度 江 戸 川 区 一 般 会 計 予 算  

 

 

平成３０年度江戸川区の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ２４４,１４２,８３４千円と定

める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」

による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用するこ

とができる経費は、「第２表繰越明許費」による。 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為ができる事項、期間

及び限度額は、「第３表債務負担行為」による。 

（特別区債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる特別区債の

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表特別区債」に

よる。 

（一時借入金） 

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高

額は、３,０００,０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

  (1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場

合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

 

 

平成３０年２月２０日提出 

 

江 戸 川 区 長  多 田 正 見 
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　　　第　２　表　　　　　　　繰　越　明　許　費

 　　　

１２　　  土　　　 木　　　 費

３ 道 路 橋 梁 費

１ 教 育 費１３　　  教　　　 育　　　 費

款 項

２ 都 市 計 画 費
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　　　第　２　表　　　　　　　繰　越　明　許　費

公 園 等 整 備 費

　　　　　　　１６,９９４

（ 新 左 近 川 親 水 公 園 改 修 ）

都 市 計 画 道 路 整 備 費

（ 補 助 第 ２ ６ ４ 号 線 （ 北 小 岩 ） 　　　　　　３４５,８２５

・第２８８号線（南篠崎）外街路整備 ）

道 路 等 整 備 費

　　　　　　４２０,７９６ 　

（ 北 葛 西 四 丁 目 外 道 路 舗 装 ）

水 門 等 維 持 補 修 費

　　　　　　　８２,２９３

（ 無 名 圦 外 樋 門 改 修 ）

小 岩 小 学 校 施 設 改 築 費

　　　　　　１３５,３０１

（ 小 岩 小 学 校 改 築 設 計 ）

事 業 名 金 額

千円
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第 ３ 表  債 務 負 担 行 為 
 

事          項 期     間 限 度 額 

  

ＪＲ小岩駅周辺地区まちづくり 

相談室賃借 

  

平成３０年度から 

 

平成３２年度まで 

千円 

   

  ６９,１３６ 

 

 

 

私立高等学校、私立大学等入学

資金融資に伴う取扱金融機関に

対する損失補償 

  

平成３０年度から 

 

平成３７年度まで 

 

私立高等学校、私立大学

等に入学する者をもつ保

護者等が平成３０年度に

取扱金融機関から融資を

受けた額並びに回収不能

が生じた場合の利子等損

失額 

３,０００   
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第 ４ 表  特 別 区 債 
 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 

証券発行又は普通貸借の方法によ

り政府その他より起債する。 

証券発行の場合における発行価格

は、額面１００円につき９８円以

上とし発行価格が額面金額を下回

るときは、それぞれの発行価格差

減額をうめるために必要な金額を

それぞれの限度額に加算し、その

金額を限度額とすることもある。 

 

 

学校施設改築事業 

 

千円 

１,２５６,０００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利  率 

年５.０％以内 （ただし、利率見

直し方式で借り入れる政府資金及

び地方公共団体金融機構資金につ

いて、利率の見直しを行った後に

おいては、当該見直し後の利率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

償還の方法 

起債のときから据置期間を含め、

３０年以内に元利均等額、元金均

等額、満期一括額のいずれかの方

法により償還する。 

ただし、融資条件又は財政の都合

その他によっては繰上償還をする

ことができる。 

 

そ の 他 

金融事情その他の都合により、起

債額の全部又はその一部を翌年度

に繰越起債することもある。 

 

 

合      計 

 

１,２５６,０００ 
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